研修出張様式１


研修等参加希望書

	研修名及び主催者

	・主催者：税務研究会　研修名：経理スタッフ養成講座「経理スタッフ基礎ガタメ8ポイント」

	期　　間

	2014年7月24日（木）～2014年7月25（金）

	場　　所

	ハ－ネル仙台

	住所：宮城県仙台市青葉区本町2-12-7

	研修内容

	①会社経理の基礎知識

	②「法人税」の基礎知識

	③個別項目の実務ポイント…会社経理と税務

	④やさしい経営分析

	⑤会社決算の進め方をマスターする

	⑥所得金額を求めてみよう

	⑦経営分析をやってみよう

	⑧やさしい資金管理

	参加者の希望理由　　平成26年7月9日　職名及び氏名　楢舘　和樹　　　　印

	経理に関する法律、企業に係る税金の仕組みについて理解を深めると同時に、経営分析、決算の

	進め方など決算報告の仕方を見直せることで、経理の基礎知識と年度末の決算報告の質を向上させる

	為、当研修への参加を希望致します。

	

	T.O.L.の推薦　　　平成　　年　　月　　日　職名及び氏名　　　　　　　　　　　　印

	推薦（どちらかに丸を記入）：　　する　　・　　しない

	コメント：

	管理者の推薦理由　平成　　年　　月　　日　職名及び氏名　　　　　　　　　　　　印

	

	

	

	


1． 研修の資料となる案内書、申込書等を添付すること

2． 「研修出張申請書及び予算書」を必ず添付すること

3． 管理者の推薦は必ず受けること

研修出張様式２
研修出張申請書及び予算書
医療法人　青仁会　理事長殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年7月9日

	
	C.E.O.
	印
	I.O.O.
	印
	A.O.M.
	印

	出張申請者
	楢舘　和樹
	印
	施設名
	本部
	職種
	事務員

	出張目的
	経理スタッフ養成講座「経理スタッフ基礎ガタメ8ポイント」

	出張先
	ハーネル仙台

	出張先住所
	仙台市青葉区本町2-12-7
	電話番号
	022-222-1121

	期　間
	平成2014年7月24日（木）～7月25日（金）2日間

	出張予定
	経費予定

	
	研修費/

経　費
	月日
	科　　目
	金　　額

	7/24 
	
	7/24
	受講料（22日までに申込）
	49,000円

	7：00　松園町前出発
	
	
	
	円

	7：16　八戸駅出発
	
	
	
	円

	8：54　仙台駅着
	
	
	
	円

	9：06　仙台駅出（地下鉄）
	
	
	
	

	9：08　広瀬通り着（地下鉄）
	
	
	
	

	10：00　講座開始
	
	
	
	

	16：30　講座終了
	経費小計　　　　　　　　　　　　　　　　　①
	49,000円

	
	交通費
	月日
	区　　間　　　　機　関
	運　　賃

	7/25
	
	7/24
	八戸駅～仙台駅～広瀬通り
	18,960円

	10：00　講座開始
	
	～7/25
	新幹線　片道￥9,480
	円

	16：00　講座終了
	
	7/24
	仙台駅～広瀬通り
	400円

	16：20　広瀬通り出（地下鉄）
	
	～7/25
	地下鉄　片道￥200
	円

	16：22　仙台駅着（地下鉄）
	
	7/24
	松園町～八戸駅
	300円

	16：52　仙台駅出発
	
	～7/25
	バス　片道￥150
	円

	18：13　八戸駅着
	交通費小計　　　　　　　　　　　　　　　　②
	19,660円

	18：30　松園町着
	宿泊費
	月日
	宿 泊 先　　　　　TEL
	料　　金

	
	
	7/24
	仙台市内
	10,800円

	
	
	～7/25
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	宿泊費小計　　　　　　　　　　　　　　　　③
	10,800円

	
	出張予定経費　①＋②＋③＝
	
	7
	9
	4
	6
	0

	
	旅費払い出し希望日
	月　　　日


研修出張様式４
出張復命旅費精算報告書
所属　本部　　　職名　事務　　　氏名　楢舘　和樹　　　　　　　　　　　　　

目的　経理スタッフ養成講座「経理スタッフ基礎ガタメ8ポイント」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

期間　平成26年7月24日～平成26年7月25日（2日間）

使用金額　　73,460　円也

上記の通り出張しましたので復命精算します

報告者　楢舘 和樹　　　　　　　　　　印
医療法人　青仁会

理事長　　千葉　潜　殿


使用明細書

	科　目
	金　　額
	備　　考

	研 修 費①
	43,000円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	交 通 費①
	19,660円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	宿 泊 費①
	10,800円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	合　　　計
	73,460円
	


1． 領収書添付のこと

2． 帰着後速やかに、研修報告書と一緒に提出のこと

研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　本部　　　　　　　　　　職　種　事務（経理）　　　　　　氏　名　楢舘和樹

	期　　間　　平成　26年　7月　24日　～　平成　26年　7月　25日

	出張目的　経理スタッフ養成講座「経理スタッフ基礎ガタメ8ポイント」

	出 張 先　ハーネル仙台

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


· 研修要旨

【会社経理の基礎知識】
・会計とは経済主体を持って、計算をする事。

会計には三種類あり

1 財務会計（制度会計）→企業会計審議会が作る、企業会計原則に基づいて会計を行う。

2 管理会計→過去、未来のデータ等、会社の内部で必要な情報を管理する。

3 経理→企業全ての日常の事実を、数字を持って表す。財産の管理を行う。

・経理の業務として、内部へ数字を公表することが大事である。

内部へ数字を公表することは民事再生に関わる場合もあり、例として今まで内部に情報提供を行っていなかった倒産間近の会社で、社長が変わり内部に、経費、収入等を公表したことにより、社員一同が危機感を持ち一生懸命働き、結果として会社を持ち直したという事例もある。





　　

　　経理、現場から管理者へ報告すると共に、管理者から現場へ情報を提供し共有しなければならない。

　　

　・収益と資産について

　　経営成績を表す、損益計算書（P／L）　　　　　財政情報を表す、貸借対照表（B／S）








　

貸借対照表の資産は流動資産、固定資産で分け、負債も流動負債、固定負債で分ける。

1 流動資産→1年以内に現金化される資産（現金、未収入金等）

2 固定資産→長期にわたって所持、利用される資産（建物、車両等）

3 流動負債→1年以内に支払、返済する負債（未払金、仮受金等）

4 固定負債→支払時期、返済期限が1年を越える負債（長期借入金等）

【法人税の基礎知識】

・法人税には二種類あり、①各事業年度の所得に対する法人税、②退職年金等積立金に対する法人税

　がある。※一般的に【法人税】といえば①の事をさす。

①事業年度の所得に対する法人税

　　会計期間のなかで所得の計算を行い、その算出された所得金額に対して法人税を課税するもの。

　②退職年金等積立金に対する法人税

　　退職金を一定の期間に分割して支払う、退職年金の方法の際に一定の要件を満たした場合に法人税の対象となる。（現在、②の法人税は課税が停止されている）

①の計算方法

　　益金の額－損金の額＝所得の金額

· 益金の額＝収益の額＋益金算入－益金不算入

· 損金の額＝費用の額＋損金算入－損金不算入

　【売上は、いつ、いくらで計上するのか】

・企業会計原則に基づくが、普通は売った日付により売上に計上する。

　※もし、決算期前に注文した商品が決算期を過ぎて届いた場合どうなるか？

　　∟3月分の商品となる為、棚卸に入れなければならない。

　　売った日付を売上に計上しない、特別販売という販売方法もある。

　

　　委託販売→仕切り清算書が到着時、売上計上。

　　試用販売→試しに商品を使用し購入。使用者の購入意思が決定した際に売上計上。

　　予約販売→お金の前取で売上計上。

　　割賦販売→分割払いで支払を行う（○回払い等）

　　　　　　　　※リースとは何が違うのか？

　　　　　　　　∟割賦販売では支払者に所有権があるが、リースには所有権無しで使用権がある。

・売掛管理の必要性

　売掛している会社は信用できるかどうか、月々レポートを作成し提出して貰うのが良い。

　※代金を回収して初めて売上となる。売掛では売上にはならない。

　【売上原価はどのように計算をするか】

・売上原価の計算方法。


　　　　　　　　　　　　　　　　　（販売等の場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　売上原価＝期首商品棚卸高＋当期商品仕入高－期末商品棚卸高

　

　　　　　　　　　　　　　　　　期末棚卸高を計算するには評価方法を使用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　評価方法は6種類の原価法と低価法があるが、どの評価方法を

　　　　　　　　　　　　　　　　使用するかは法人の自由（所轄税務署長に届出が必要）だが

　　　　　　　　　　　　　　　　継続的に採用しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　棚卸資産にも種類があるので、種類ごとの選択は認められている。

　　　　　　　　　　　　　　　　（例えば、製品→先入先出法、原材料→総平均法等）


※棚卸資産とは？

∟商品、製品、半製品、仕掛品、原材料、補助原材料等をいう。ただ証券会社等で保有している

　商品（有価証券）は有価証券に含まれ、棚卸資産には含まれない。

　金、銀等の短期売買商品も棚卸資産には含まれない。

・評価方法の種類













【固定資産に関する会計処理】

・取得価額と取得価格の違いは？

　　

　　取得価額→買った人独特の金額。※単価＋送料や、オプション等を含めた金額。

　　取得価格→その物の単価。

　・減価償却資産の種類

　　

　　有形減価償却資産→建物、車両、工具・器具備品費等

　　無形減価償却資産→営業権、特許権、鉱業権等

　　生物→牛、馬、豚、果物

　　これらの資産は、時の経過と共に価値が下がっていく資産に限られている。

　　例えば、土地、貴金属、書画骨董等、どちらかというと時が経つ程価値が高くなるものは、減価償却資産には該当しない。

　　しかし、装飾用の複製画のようなものは、減価償却の対象となる。

・償却方法

　

　定率法→毎期の帳簿価額に一定率を乗ずるので、初年度の償却費が最も多く、年度が進むにつれて償却額が減っていく。

　※計算方法

　∟未償却残高（期首の帳簿価額）×対応年数に応じた定率法の償却率

　定額法→毎期の帳簿価額が定額で減っていく。年度が進んでも償却額は変化しない。

※計算方法

　　∟取得価額×定額法の償却率

・固定資産の除却、売却の経理処理方法

　

　除却→除却損￥○／車両価格￥○　　　　　　売却→現金￥200／固定資産￥100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ／売却益￥100

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 売却損￥50／固定資産￥100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現金￥50／

　【税金に関する取り扱い】

・租税公課で損金とされないもの

1 法人税（利子税除く）、法人事業税、法人住民税、都道府県税、市町村民税

2 各種加算税（金）、延滞税（金）、罰金及び科料（過料）

3 法人税額から控除される所得税額、税額控除を選択した外国税額

・交際費はいくらまで損金になるか









※期末資本金が1億円以下の中小法人は、接待飲食費の額の50％相当額と、800万円とのいずれか多い金額を控除することが出来るので、支出交際費等の額が年間800万円以下であれば、その金額が損金の額に算入される。

・寄付金はいくらまで損金になるか

※計算方法

　∟（A＋B）×1/4＝損金算入限度額

　　　A＝期末資本金等の額×当期の月数/12×2.5/1,000

    　B＝（当期の所得金額＋寄付金）×2.5/100

　

・貸倒損失は、どんな場合に計上出来るか

　法人税で貸倒処理が出来る場合は次の3つがあり、それぞれ厳しい条件がついている。

1 法律的に債権が消滅したとき

2 ①ではない時は全額の回収不能が明らかなとき

3 売掛債権については1年以上取引を停止したとき

　・消費税の経理処理

　　税抜処理が一般的。社会福祉、学校等の非課税が多い場合は、税込処理をする。

　※例

　∟Q①商品￥2,160（税込）を現金で売った→A.現金￥2,160／売上￥2,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／仮受消費税￥160

　　Q②商品￥1,080（税込）を現金で買った→A.仕入￥1,000　　／現金￥1,080

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 仮払消費税￥80／

　　Q③仮受、仮払消費税を調整の上、未払消費税へ振替える

      　→A.仮受消費税￥160／仮払消費税￥80

　　　　　　　　　　　　　 ／未払消費税￥80

　

【引当金の経理処理】

・引当金とは？

　∟将来、特定の費用損失がある。

　∟その発生が当期以前の事象に起因している。　　　　　　この四つが当てはまると

　∟発生の可能性が高いこと。　　　　　　　　　　　　　　引当金となる。

　∟その金額が、合理的に見積もることができる。

・貸倒引当金はいくら損金に算入出来るか。

　　計算方法

　　当期の売掛金＋貸付金＋未収入金＋受取手形等＝債権額

　　債権額×法定繰入額○％×（中小企業の特例による繰入額1.16％）＝繰入限度額

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中小企業のみ　

・賞与引当金とは？

　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賞与とは一定期間勤務した従業員に支給されるもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当期に含まれる期間についての賞与分が、時期に支給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　される賞与に含まれる場合があり、その際に使用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∟夏季賞与の対象となる、一定期間が1月～6月の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3月決算の会社なら、1月～3月の期間についての賞与

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は、当期において負担すべき費用となる。

当期の賞与引当金として計上

・退職金給付引当金とは？

　　従業員に将来支給することになる退職金に備えて設定する引当金。

　　基本的には、退職金は支給した年度にかかる費用ではなく、受給者が働いている期間の各年度でも負担すべき費用となる。

　　繰入額は年々累積させ、現実に退職金を支給した時に取崩する。

貸借対照表の【固定負債】へ表示される。

　　【やさしい経営分析】

・決算書の見方・活かし方
　　時代時代に損益計算書とは良い形が決まっている。

　　バブルの時代は、企業売買、土地売買が多かったので、固定資産が多い方が良い。

　　しかし、バブルが終わった後は、固定資産が多いと処理しきれなくなるので流動資産が多い方が

　　良い会社となる。

　　

　　B/S　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P/L

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 粗利（売上総利益）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ∟製造業30～40％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ∟小売業20～30％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ∟証券会社10～15％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 営業利益→▲倒産間近。目標5％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 営業外利益→多くても意味がない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 経常利益→金利分より多いと良い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 目標3～5％

・分析の目的

　　決算書を分析する目的は大きく分けて、収益性、安全性、効率性を知ることにある。

　　収益性

①資本経常利率　　　　　計算方法→【経常利益／総資本×100】

　　使った資本に対し、どれだけの利益をあげられたかを示す。一般的には企業の総合的な実力を示す経常利益を用いる。

　②売上高経常利益率　　　計算方法→【経常利益／売上高×100】

　　売上の内にしめる利益の割合を示す。この割合は販売管理費等が大きくなると減少する。

③売上高総利益率　　　　計算方法→【売上総利益／売上高×100】

　　売上の内にしめる売上総利益の割合を示す。

　　この割合は、商品の販売値段が安すぎる時や、商品原価が高くなると減少する。

　　安全性

①流動比率　　　　　　　計算方法→【流動資産／流動負債×100】

　　流動負債は一年以内に払わなければいけない責務である。

　　その支払に充てる原資となるもの、つまり一年以内に現金化できるのは流動資産となる。

　　流動をスムーズに支払うことが出来るかを示す比率で、この数値が高いほうが安定する。

　②固定比率　　　　　　　計算方法→【固定資産／自己資本×100】

　　固定資産に使われた資金は、長期期間現金化されない。

　　その為長い期間現金が入って来なくても自らの資金（純資産）が多ければその企業は底力があるといえる。この数値が低いほど安定しているといえる。

　③固定長期適合率　　　　計算方法→【固定資産／自己資本＋固定負債×100】

　　長期間現金が入ってこなくても、短期間に返す負債が少なければ問題が無いとの考えをもとにしている数値である。この数値が低いほど安定しているといえる。

④自己資本比率　　　　　計算方法→【自己資本／総資本×100】

　　総資本の内に占める自己資本の割合。自己資本は負債と違い、返済する必要がない為この数値が高いほど安定しているといえる。

　　効率性

①卸資産回転率　　　　　計算方法→【仕入高／棚卸資産×100】

　　在庫が多くなればなるほど回転は減少し、投下した資本の回収が遅れることを示す。

　②売上債権回転率　　　　計算方法→【売上高／売上債権×100】

　　売上債権がスムーズに改修できているかを示す数値。低いと、長期売上債権が回収されて無い事を示し資金繰り悪化が推測される。

　

③総資本回転率　　　　　計算方法→【売上高／総資本×100】

　　投下した資金がどれ位の期間で回収できているかを示す．資金を効率的に使用しているかどうかに左右される数値となる。

　④総資本経常利益率　　　計算方法→【売上高経常利益率×総資本回転率】

　　売上高経常利益率に総資本回転率を乗じて算出する。利益をどれ位獲得でき、そして何回、回収できたかを示している。

【損益分岐点の求め方】

・式で表すと　損益分岐点の売上高＝固定費総額÷（1－変動費総額／売上高総額）

　例

　∟固定費総額￥70,000、変動費総額￥210,000、売上高総額￥300,000

　　70,000÷（1－210,000／300,000）＝233,333←損益分岐点売上高

　　グラフにして表すと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　














　　企業において、損益発生の分かれ目となる売上高を損益分岐点といい、利益を上げる為には、変動費、固定費を下げて売上を上げる必要がある。

　　自社の損益分岐点を割出すことは、売上の採算ラインを知るだけでなく、ある売上ではいくらの利益が出るか、逆に、ある利益を得るにはどれだけ売り上げれば良いか等といったことに関係する。

　　【資金繰り表の必要性】

・売上がいくら多くても現金回収がしっかりと行われていなければ、資金不足に陥り黒字倒産という可能性がある。それを未然に防ぐ為、現金預金の状況を把握できる資金繰り表を作成する。
	月度
	○月

	前月繰越
	100,000

	経常収入
	収入
	現金売上
	20,000

	
	
	売掛金入金
	80,000

	
	
	受取手形期日
	20,000

	
	
	計
	120,000

	
	支出
	現金仕入
	14,000

	
	
	買掛金支払
	60,000

	
	
	支払手形決済
	15,000

	
	
	一般経費
	9,500

	
	
	支払利息
	100

	
	
	計
	98,600

	
	過不足
	21,400

	経常外

収入
	収入
	固定資産売却
	1,000

	
	
	計
	1,000

	
	支出
	借入金返済
	2,000

	
	
	計
	2,000

	
	過不足
	▲1,000

	総合過不足
	20,400

	次月繰越
	120,400


●考察

　【会社経理の基礎知識】

　　財政情報を表す貸借対照表、経営成績を表す損益計算書は自分で勉強してきた為、復習として勉強になった。内部への情報提供の大切さも確認でき、職員への経営情報を提供することにより、経費の削減等の意識が一層高まることが理解出来た。

経理Tとして毎月月次収支報告を行っている他、節約委員会として、職員に節約意識を持って貰う為に、毎月水道使用量のデータをwizの掲示板へ掲示していく。

　【法人税の基礎知識】

　　今まで、税金が掛かっている部分がどの程度あるのか理解出来ていなかったが、今回の研修で自分達が生まれてから、死ぬまで多くの税金が掛かることが良く理解できた。H26年度からの税額の引き上げは、単体でみると3％増額と少なく見えるが、国内の殆どの物に掛かっている為、3％の増額も恐ろしい。

法人税については、課税対象は、収益－費用をした当期の利益だと思っていたが、利益に損金不算入額、益金算入額を加算し、益金不算入、益金算入額を減算した額が所得の額になり、その額が課税対象になるということが分かった。決算期には所得額を自分で計算してみようと思う。

　【売上は、いついくらで計上されるか】

　　売上の計上には、「現金主義」と「発生主義」の二種類があることが理解出来た。発生主義では、現金の入金にとらわれずに売上に計上出来る為、毎月の業績が詳しく分かりやすく、資金繰りが行いやすくなっている。

発生主義で売上に計上しているが、現金回収が回収できないと資金が足りなくなり、支払等が行えなくなるので、現場には理由が無い限り早めの集金を呼びかける。

　【売上原価はどのように計算するか】

　　二年間業務を行ってきたが、棚卸と言うものを行ったことが無く評価法についても詳しくは理解してなかったが、今回の研修で棚卸資産に入るもの、評価法の種類と必要性について理解出来た。

　　評価法も商品によって使い分けがあるので、しっかりと使い分けが出来るようする。

棚卸をした経験は無いが、これから業務を行っていく中で棚卸をすることが有るかもしれないので

　　今回勉強した評価方法を使用し、棚卸をしてみたいと思う。

　【固定資産に関する会計処理】
　　固定資産の種類、減価償却の必要性について再確認することが出来た。一括償却資産と、減価償却資産は取得価額の違いで変わるので、間違いのないよう計上する。

悠湯の里で高額の備品を買うことがあるので、それは経費になるのか、資産になるのか考えながら計上していこうと思う。資産になった場合は、償却年数、償却方法を自分で調べていく。

　【税金に関する取り扱い】

　　交際費の損金については「接待飲食費」の部分が重要となる。「接待飲食費」の定義を理解しておく事が、交際費の損金不算入額を求める重要な事だと理解出来た。寄付金の定義は支出だけではなく、物を無料で提供、経済的利益を相手に与える事も含まれるので覚えておく。

交際費には他の費用と異なり、損金に算入される限度額が設けられているので、類似している福利厚生費、会議費等と間違えず仕訳していく。

　【引当金の経理処理】

　　法人税では、貸倒引当金、返品調整引当金の二種類のみ、損金経理行える。

決算期末に未収入金残高があると引当金が出てくる為、資産の部からその分控除されてしまうので未収入金の処理はどうするか会計事務所の担当者と相談する。

　【やさしい経営分析】

　　貸借対照表、損益計算書の作成方法の復習となった。損益分岐点はこの研修で初めて勉強し、売上の目標値が見える表ということが理解できた。利益を上げるには、固定費、変動費を下げ数量を上げることで変化する。

今まで詳しく理解できなかった損益分岐点の作成方法、見方を理解できたので、毎月の月次収支報告を行う際に、自分で損益分岐点を作り担当の管理者へ配り情報を流したいと思う。

　【資金繰り表の必要性】
　　悠湯の里では現在預金残高の不足で、借入金の元金、利息を支払えず青南病院で立替えて貰っている状態なので、何故足りないか、幾ら足りないかを考え将来的には悠湯の里から支払を行えるようにする。

　【まとめ】

　　今回初めて研修へ出席し、自分が持っている知識の再確認、新しいことへの目標が出来た。

　　今までは知識が足りず、毎月の業務を行うだけで精一杯だったが、研修を通し今後は試算表作成時、中身を見る範囲の増加、同じ業種の他との比較、何故収入、費用が増減しているか等詳しく見るようにする。その他、法律や制度に関しても今後変わっていくと思うので、その度勉強をして関心を深めていきたい。基礎を振り返り自信をつけ、次は応用部分の研修へ参加したいと思う。
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情報の公開








情報を提供








報告
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費用
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資産





負債





純資産





次期の純資産となる





会計期間開始時、持っている資産








期首商品棚卸高








当期商品仕入高








売上原価











期末商品棚卸高








評価方法





原価法





低価法





個別法





先入先出法





総平均法





移動平均法





最終仕入原価法





売価還元法





車や機械等高いもので使用。





先に仕入れた物から先に払い出される。





期首在庫高×仕入高合計金額÷仕入個数合計





仕入れた都度、単価で計算。





期末に最も近い時期の仕入単価で計算。





デパート等で使用する。棚に並んでいる品を集計。





原価法によって算定された評価額と単価の、いずれか低い価額で評価。





期末資本金額が1億円超の法人





期末資本金額が1億円以下の法人





支出交際費等の額－接待飲食費の額×50％





支出交際費等の額－接待飲食費の額×50％





支出交際費等の額－年800万円





損金不算入額





いずれか多い金額を控除できる。





賞与対象期間





決算日








当期負担分





次期負担分





流A





固A





流L





固L





純資産





流Lよりも多い方が良い。


長期借入金を計画的に返せるとういうこと。








現金に直ぐ替えられる資産が多い。固Aより多い方が良い会社。








多ければ多いほど良い会社。








担保力。少ない方が理想的。
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損益分岐点





(233,333)





00,000





(233,333)





00,000





売上高





0


00,000





利益


費用





損失





利益





固定費＋変動費（280,000）





固定費（70,000）





売上高（300,000）





・売上高と固定費＋変動費の幅が利益、損失となる。





・損益分岐点より売上高がダウンすれば損失発生、アップすれば利益発生となる。





・目標とする利益幅のラインをみつことで、必要となる売上高が分かる。





前月繰越現預金残高　￥100,000


売上　￥100,000（現金￥20,000）


　　　　       （売掛上￥80,000）


仕入　￥70,000（現金￥14,000）


　　　　　　　（掛仕入￥56,000）


一般経費　￥9,500（現金支給）


　　　　　￥500（未払金）


借入金返済支出　￥2,000（元金）


借入金利息支出　￥100


受取手形の期日入金　￥20,000


支払手形の期日決済　￥15,000


売掛金の入金内訳


　　　　　現金　￥80,000


　　　　　受取手形　￥10,000


買掛金の支払内訳


　　　　　現金　￥60,000


　　　　　受取手形　￥10,000


固定資産売却益


　　　　　売却価額　￥1,000


　　　　　原価　￥800








